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はじめに 

企業活動が多様化する現代において、法人の形態

はその目的や活動内容に応じて様々に分類されま

す。中でも「公益法人」は、営利を目的とせず、社

会的な公益性を持つ活動を行う法人として、税務上

も特別な取扱いがなされています。本稿では、公益

法人の法人税について紹介します。 

 

1.公益法人とは 

 営利を目的とせず、教育、福祉、文化、環境保護

など、社会的に意義のある活動を行うことを目的と

し、以下の法人が該当します。 

 

①公益社団法人・公益財団法人 

(公益認定を受けた法人) 

②学校法人 

③社会福祉法人 

④医療法人 

⑤宗教法人 

⑥特定非営利活動法人（通称 NPO法人） 

 

2. 法人税法上の法人区分と課税所得の範囲 

 

① 公益法人認定法に基づく公益認定を受けた公

益社団法人・公益財団法人 

  ・公益法人等として取り扱われ、収益事業から

生じた所得が課税対象となります。 

   (公益目的事業から生じた所得は課税対象外) 

  

 ② 公益法人認定法に基づく公益認定を受けてい

ない一般社団法人、一般財団法人 

 

  ・法人税法上の非営利法人の要件を満たすもの 

  ⇒公益法人等として取り扱われ、収益事業から 

生じた所得が課税対象となります 

 

  ・上記以外のもの 

  ⇒普通法人として取り扱われ、すべての所得が 

課税対象となります。 

 

 
 出典：国税庁パンフ「一般社団法人・一般財団法人と法人税」 

3.収益事業とは 

 法人税法施行令第 5条に規定されている次の事業

のことを指します。 

収益事業は 34業種に特掲されていますが、公益法

人等の収益事業に該当するかの判断は以下の要件を

確認する必要があります。 

①継続して行われるものであること 

②事業場を設けて行われるものであること 

③収益事業に含まれる付随行為 

④収益事業に該当する委託契約等による事業 

⑤収益事業に該当する共済事業 

(※特掲 34業種の場合でも非課税とされる場合が

あるため注意が必要です。) 

おわりに 

専門的な判断が多いため、専門家への相談が必要

です。           （担当：古澤） 

①物品販売業 ⑪印刷業 ㉑鉱業 ㉛駐車場業

②不動産販売業 ⑫出版業 ㉒土石採取業 ㉜信用保証業

③金銭貸付業 ⑬写真業 ㉓浴場業
㉝無体財産権の提供

等を行う事業

④物品貸付業 ⑭席貸業 ㉔理容業 ㉞労働者派遣事業

⑤不動産貸付業 ⑮旅館業 ㉕美容業

⑥製造業 
⑯料理店その他の

飲食店業
㉖興行業

⑦通信業 ⑰ 周旋業 ㉗遊戯所業

⑧運送業 ⑱代理業 ㉘遊覧所業

⑨倉庫業 ⑲仲立業 ㉙医療保険業

⑩請負業 ⑳問屋業 ㉚技芸教授業
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